
 労 働 基 準 法 の 改 正  
 
 週 60時間以上労働する労働者の割合は、全労働者の約 10％・30～40歳台の子育て世代
の男性では約 20％で推移しており、労働者が健康を保持しながら労働以外の生活のための
時間を確保して働くことができるよう労働環境を整備することが重要な課題となっていま

す。 
 このため、長時間労働を抑制し、労働者の健康を確保するとともに仕事と生活の調和が

とれた社会を実現することを目的として労働基準法が改正されます。 
【改正内容】 
①月 60時間を越える時間外労働に対する割増賃金率が 2割 5分以上から 5割以上に
引上げられます。 
※この規定と②は、中小企業（「資本金の額又は出資の総額」と「常時使用する 
労働者の数」で判断されます。）については当分の間適用が猶予されます。 

②過半数組合（これがない場合過半数代表者）と労使協定を締結することにより、

①の引上げ分の支払に替えて、労働者の意向に基づき有給の休暇（代替休暇）を

与えることができます。 
※労働者に代替休暇取得の意向がない場合や代替休暇取得の意向が確認できな

い場合は①の割増賃金を支払う必要があります。 
③過半数組合（これがない場合は過半数代表者）と労使協定を締結することにより、

1年に 5日を限度として、年次有給休暇を時間単位で取得できるようになります。 
※今回の法改正後も半日単位の年休については取扱いに変更はありません。労働

者が希望し、使用者が同意した場合であれば、労使協定が締結されていない場合

でも、日単位取得の阻害とならない範囲で半日単位の年休を付加することは可能

です。 
④特別条項付きの時間外労働協定を締結等する場合は、限度基準告示で定める限度

時間を超える時間外労働に対する割増賃金率を定めることが必要になり、この割

増賃金は 25%を超える率とするように努めることとされます。 
※時間外労働は本来臨時的なものとして必要最小限にとどめられるべきもので

す。労使の努力によって、できる限り限度時間を超える時間外労働を削減しま

しょう。 
【施行年月日】 
改正内容の①から③までは、平成 22年 4月 1日から施行（適用）されます。 
改正内容の④は、平成 22年 4月 1日以降に労使協定を締結、更新する場合が対象で
す。 
※詳細は最寄りの労働基準監督署又は労働局監督課にお問い合わせ下さい。 
改正法のあらましは厚生労働省及び大阪労働局ホームページ 

(http://www.osaka-rodo.go.jp)でもご覧いただけます。 
大阪労働局 労働基準部・労働基準監督署 


















